
ヘルスケアの国際展開の推進に向けた取組と
今後の方向性、アンケート実施について

令和元年１１月
経済産業省 商務・サービスグループ

ヘルスケア産業課



1. 現「健康・医療戦略」に基づく国際展開関連の政府・経済産業省の取組
2. 今後の方向性とアンケートの概要・趣旨
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２.－２） 次期プロジェクト(案)

政府全体の健康・医療に関する施策 「健康・医療戦略」

健康・医療戦略：

「政府が総合的かつ長期的に講ずべき健康・医療に関する先端的研究開発及び新産業創出に関する
施策の大綱」

（健康・医療戦略推進法第17条）
※ 政府が基本理念にのっとり基本的施策を踏まえ定めることとされている。
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健康・医療戦略（平成26年７月22日閣議決定、平成29年２月17日一部変更）

（２）健康・医療に関する新産業創出及び国際展開の促進等に関する施策

３）健康・医療に関する国際展開の推進

国民皆保険制度や世界有数の医薬品、医療機器等及び医療技術を誇る我が国の医療・介護システムは、WHO が実施

する医療制度評価においても最高レベルに位置付けられており、世界的に優れた制度である。一方、多くの新興国では、

経済成長とともに、医療・介護へのニーズや持続的なシステム構築への期待が高まっているが、保険等の制度や医療・介

護システム構築の経験が乏しく、技術が未熟であり、人材が不足している。

そこで、日本が新興国・途上国等に対して、各国の実情を十分に踏まえつつ、具体的な医薬品、医療機器等及び医療技

術並びに医療サービスの提供、医療・介護システムの構築に協力することで、医療・介護分野において相互互恵的な関係

を構築する。これにより、外交、経済面での関係構築のための手段の多様性を獲得し、日本人が安心して海外で活躍でき

る環境を整える。さらに、国際展開の促進を我が国における最先端の医療・介護サービスを実現する契機とし、我が国に

とっても新興国・途上国等にとっても好循環となることを目指す。



政府全体及び経済産業省の取組方針
健康・医療戦略推進本部と医療国際展開タスクフォース
健康・医療戦略推進本部（本部長・内閣総理大臣）の下に「医療国際展開タスクフォース」を設置し、
政府一体となって「医療の国際展開」を推進。

健
康
・
医
療
戦
略
参
与
会
合

産
業
界
・
医
療
関
係
機
関
等
の
有
識
者

・
健
康
・
医
療
分
野
の
成
長
戦
略

・
医
療
分
野
の
研
究
開
発
の
出
口
戦
略

等
に
関
す
る
専
門
的
助
言

政策的助言

内閣官房 健康・医療戦略室
 事務局機能※次世代医療ＩＣＴ基盤協議会の事務局機能は健康・医療戦略室とＩＴ総合戦略室が担う

※次世代ヘルスケア産業協議会の事務局機能は経済産業省が担う
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創薬支援ﾈｯﾄﾜｰｸ
協議会

本部長：内閣総理大臣
副本部長：内閣官房長官及び健康・医療戦略担当大臣

本部員：その他国務大臣
・健康・医療戦略の案の作成及び実施の推進
・医療分野の研究開発の司令塔機能の本部の役割
 医療分野研究開発推進計画の作成及び実施の推進
 医療分野の研究開発関連予算の総合的な予算要求配分調整 等

健康・医療戦略推進本部

議長：健康・医療戦略担当大臣
議長代行：健康・医療戦略担当大臣を補佐する内閣府副大臣

副議長：健康・医療戦略担当大臣を補佐する内閣府大臣政務官及び
内閣総理大臣補佐官（健康・医療戦略室長）

構成員：関係府省局長クラス

健康・医療戦略推進会議

ゲノム医療実現
推進協議会

次世代医療ICT
基盤協議会

健康・医療戦略
ﾌｧﾝﾄﾞﾀｽｸﾌｫｰｽ

次世代ヘルスケア
産業協議会

医療国際展開
タスクフォース

次世代医療機器
開発推進協議会

医療国際展開タスクフォース 構成員

議長：
内閣官房健康・医療戦略室長（内閣総理大臣補佐官）

構成員：
内閣官房内閣審議官（内閣官房副長官補（外政担当）付）
総務省政策統括官（情報通信担当）
外務省経済局長
外務省国際協力局長
文部科学省研究振興局長
厚生労働省医政局長
経済産業省 大臣官房 商務・サービス審議官
一般社団法人 Medical Excellence JAPAN（MEJ）理事長

関係者（オブザーバー）：
独立行政法人国際協力機構（JICA）人間開発部長
株式会社国際協力銀行（JBIC）執行役員産業ファイナンス部門長
独立行政法人日本貿易振興機構（JETRO）副理事長
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出所：内閣府、税と社会保障の一体改革、ADB

世界のGDPの推移
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各国の高齢化率
（総人口に占める６５歳以上人口の推移）

ヘルスケア市場の
取り込み

医療水準の向上

政府全体及び経済産業省の取組方針
医療の国際展開の考え方
• 我が国の優れた医療技術・サービスの国際展開を通じ、①世界各国が抱える社会課題の解決に貢

献し②拡大するヘルスケア分野の需要・市場を取り込んでいくことが必要。

• このため、日本再興戦略に基づき、我が国の優れた技術・サービスを各国のニーズに応じて提供（ア
ウトバウンド）していくとともに、日本国内での診療を望む外国人患者の受入促進（インバウンド）
に取り組んでいる。
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◆これまで軸足を置いていたアジアの高齢化社会に必要な介護産業の振興、人材の育成等に加え、アジア諸国の互恵的な協力による、医療・介護を
中心とした疾病の予防、健康な食事等のヘルスケアサービス、健康な生活のための街づくり等、裾野の広い「富士山型のヘルスケア」の実現を目指す。

改定のポイント

日本 アジア人材還流

１ 医療・介護

２ ヘルスケア
サービス

（予防・健康維持等）

３ 健康な生活・街づくり・経済基盤
人材育成

低侵襲治療 個別化医療 検査・診断

フィットネス事業 食 育 配食サービス

公衆衛生

健康診断

医薬品 自立支援リハビリ
テーション etc

etc

etc

ヘルスケアに必要な基盤の構築具体的事業によるサービス提供
物流基盤

２℃

８℃

保冷輸送

滅菌

医薬品の自給

etc

ＩＣＴ基盤

医療データ
の扱いに関
するルール

院内システ
ム等

（開発・製造・安全規制等）

※ヘルスケアサービス：日本国内では
主に保険外として提供される予防・健康
維持等に関連するサービス

ウォーキング住宅 都市計画・街づくり etc

アジアでの富士山型のヘルスケアのイメージ

◆実現に向け、具体的な事業によるサービス提供、ヘルスケアに必要な基盤の構築、人材還流 の３つの戦略アプローチ、及び推進体制の充実を図る。
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富士山型のヘルスケア
「アジア健康構想に向けた基本方針」
◆平成28年７月、健康・医療戦略推進本部において「アジア健康構想に向けた基本方針（以下 基本方針）」を決定。
◆アジア健康構想の進捗に従い、新しいテーマや課題も顕在化したため、平成30年7月、基本方針を改定。

http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0ahUKEwj497-N0vvKAhXoJqYKHURhD1oQjRwIBw&url=http://in-advance3pl.com/index.php?%E3%83%97%E3%83%AC%E3%82%BC%E3%83%B3%E3%82%A4%E3%83%A9%E3%82%B9%E3%83%88%E7%B4%A0%E6%9D%90%E9%9B%86&psig=AFQjCNFCiA9L8qdMDGSDPmJ1SS-wEy77Ow&ust=1455689946580252


 相手国の医療水準の向上、経済成長市場の創出
 日本のプレゼンス・信頼の向上、日本経済の成長

相手国の
発展に寄与する

持続的な事業展開

「ビジネス」としての医療機器・サービスの輸出
（＝相手国側から適切な収益・対価を日本側が得る）

ユニバーサルヘルスカバレッジ(UHC)
促進への寄与

国際保健を日本外交の重要課題と位置づけ、日本の知
見などを総動員し、すべての人が基礎的保健医療サービス
を受けられることを目指す

ODA活用、持続可能な開発目標（SDGs）の達成

経済産業省の取組方針
アウトバウンド推進のイメージ

• 経済産業省は関係省庁と連携しつつ、「ビジネス」としての医療機器・サービスの輸出促進を図っていく
（＝単なる国際貢献・国際協力ではなく、相手国側から適切な収益・対価を得ることを目指す）
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 現地保健・ 医療分野の環境整備
外交ツールを活用した支援・人材育成を通じた支援【外務省、厚労省】

薬事規制等制度面での国際調和【厚労省】

官民ミッションの派遣等を通じた現地医療関係者等とのネットワーク構築支援【外務省、厚労省、経産省】

経済産業省の取組方針
アウトバウンド支援における経済産業省の役割

実証調査
 現地に日本製医療機器・機材を持

ち込み、デモンストレーションを実施
 日本人医師を現地に派遣し、日本

製医療機器を用いた現地スタッフへ
のトレーニングを実施 等

 ＪＢＩＣ、ＪＩＣＡ等の政策
金融機関による出資・融資

調査事業を通じた支援【経産省】
病院と医療機器メーカー等によるコンソーシアムが、現地の事業環境
調査や実証調査を通じ、事業性の検証・ビジネスモデルを構築

資金調達面での支援
【外務省、経産省】

事業化に向けた各種準備
 事業計画/収支計画立案
 現地事業パートナー選定
 事業体制・運営体制の構築 等

案件形成事業性調査 事業化

平成31年度における採択案件（例）
【医療分野】
■タイにおける日本式肝癌サーベイランス・診断拠点化構築プロジェクト（代表団体：富士フイルム株式会社）

【介護分野】
■ 南京市における高齢者地域包括ケア拠点構築プロジェクト（代表団体：エフビー介護サービス株式会社）

【その他（ヘルスケア）分野】
■タイにおける洗浄・消毒代行サービス（代表団体：東海機器工業株式会社）
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2013年度実施国/都市
① ベトナム/ハノイ
② バングラデシュ/ダッカ
③ カザフスタン/アルマティ
④ インド/ニューデリー
⑤ インドネシア/ジャカルタ
⑥ UAE/アブダビ
⑦ ロシア/モスクワ

2014年度実施国/都市
① インド/ニューデリー
② ベトナム/ホーチミン・ハノイ
③ ロシア/モスクワ
④ ミャンマー/ヤンゴン
⑤ インドネシア/ジャカルタ

2015年度実施国/都市
① ベトナム/ハノイ
② ミャンマー/ヤンゴン
③ フィリピン/マニラ
④ バングラデシュ（招へい）

2016年度実施国/都市
① フィリピン/マニラ
② ミャンマー/ヤンゴン
③ サウジアラビア（ネットワーキング）

2017年度実施国/都市
① タイ/バンコク
② サウジアラビア

2018年度実施国/都市
① インドネシア/ジャカルタ
② ベトナム（招へい）

• 機器メーカーや医療関係者から成る官民ミッションの各国への派遣や、保健省幹部等の招へい等
を通じ、現地医療関係者とのネットワークの構築と日本の医療機器・サービスの認知度向上を図る。

• 2018年度は、10月にインドネシアに派遣。また、2月にはベトナムの保健省副大臣ら医療関係者
を日本へ招へい。2019年度は、6月にタイに歯科分野に特化したミッションを派遣し、8月にメキシコ
へ派遣。11月にアフリカ数カ国を招へい（南アフリカ、ケニア、タンザニア） 。

現地医療関係者等とのネットワーク構築支援
日本の医療サービス認知度向上等に向けた取組（官民ミッション）

2019年度実施国/都市
① タイ/バンコク（歯科分野）
② メキシコ/メキシコシティ
③ アフリカ（招へい）
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北斗病院が、脳ドック・心臓ドックを含む総合検診セ
ンターをウラジオストクに設立。
日本側が６４％、ロシア側が３６％出資した現地
法人がセンターを運営。

ウラジオストク・画像診断センター
平成２５年５月開業

北原国際病院が、脳神経外科等を診療科とする、
救急救命センターを備えた総合病院をプノンペンに設
立（日本側１００％出資）。

カンボジア・救命救急医療センター
平成２８年１０月開業

現地有力病院（フガスト病院、デバセ病院）が、東
京医科歯科大学と富士フイルム等の協力を得て、日
本の大腸がん検診システムのトレーニングセンターを設
立。

ブラジル・大腸がん検診トレーニングセンター
平成２７年１月設立

インドネシア消化器内視鏡学会と国立チプト病院
（ジャカルタ）が、日本消化器内視鏡学会とオリンパ
ス等の協力を得て、チプト病院内に内視鏡医療ト
レーニングセンターを設立。

インドネシア・内視鏡トレーニングセンター
平成２６年９月設立

ベトナム保健省直轄のバクマイ病院（ハノイ）が、名
古屋大学と富士フイルム等の協力を得て、バクマイ病
院内に内視鏡医療トレーニングセンターを設立。

ベトナム内視鏡トレーニングセンター
平成２６年７月設立

相澤病院が現地法人を設立し、北京天壇普華医
院との業務提携により日本のサービスや機器を導入し
たリハビリテーションセンターを開設。

中国・リハビリテーションセンター
平成２７年３月開業

：「医療拠点構築モデル」案件
：「医療人材育成等」案件

ジェイ・エム・エスが、大連JMS内に、透析に必要な水
質管理・メンテナンス等の技術研修を行うテクニカルセ
ンターを設立。

中国・透析テクニカルセンター
平成２９年２月設立

メディヴァと富士フイルムが、国立セントラル・ウーマン・
ホスピタル（マンダレー）内に、乳がん検診センターを
設立。

ミャンマー・乳がん検診センター
平成２７年２月設立

調査事業を通じた支援
経済産業省の支援により事業化・拠点化に結びついた主なプロジェクト例
①我が国の医療機関等が運営する現地医療機関の設立（事業・投資リスクの適切な分担を図るプロ
ジェクトモデルの構築）や、 ②人材育成や制度整備とパッケージ化した医療機器・サービスの効果的
な海外展開（ティーチングホスピタル等にトレーニングセンターを設立）に向けたプロジェクト等に対して、
事業化・拠点化をサポート。成果を上げつつあるプロジェクトが複数組成。

国際医療福祉大学等は、ホーチミン・チョーライ病院
の敷地内に日本水準の人間ドックセンターを設置。
チョーライ病院と共同で運営を行う。

ベトナム・人間ドックセンター
平成３０年１０月開業

オリンパスが日タイ両国の内視鏡学会協力の下、タイ
のみならずメコン地域のトレーニング拠点として、バンコ
クに内視鏡トレーニングセンター（T-TEC）を設立。

タイ・内視鏡トレーニングセンター
平成２８年５月設立
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1. 現「健康・医療戦略」に基づく国際展開関連の政府・経済産業省の取組
2. 今後の方向性とアンケートの概要・趣旨
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新
産
業
創
出
・
国
際
展
開

研
究
開
発

次期の「健康・医療戦略」の検討の方向性

全
体
構
成

 統合ＰＪを構成する各省庁の予算について、継続的かつ統一的なエビ
デンスに基づいた戦略的かつ効果的な配分を行っているとは言えない。

 データの基盤構築・利活用、ゲノム・遺伝子医療、中・高分子医薬や
DDS等本来、疾患横断的に活用しうるモダリティ等（技術・手法）の開発
が、疾患別の統合ＰＪにより特定の疾患に分断されている。

 研究開発の推進の視点が、モダリティ等の選択や特定疾患への展開に
とどまり、結果として診断・治療研究に偏っている。

 生活習慣や老化に伴う疾患の増加への対応のため、予防・健康管理等
の公的保険外ヘルスケアサービス活性化への期待が高まっているが、
市場は発展途上。

 健康・医療分野の新たな技術やサービスを事業化するためのエコシス
テムが未成熟。

 アジアに加え、急増する人口を背景に高い経済成長を遂げているアフ
リカは潜在的市場として大きな魅力があり、諸外国は積極的なアプロー
チを開始しているが我が国は不十分。

 世界の医療需要の持続的増加が見込まれる中、我が国のプレゼンス
向上が必要。

※健康・医療戦略：健康・医療戦略推進法に基づき定める、健康・医療に関する先端的研究開発及び新産業創出に関する施策の大綱

研究開発、新産業創出等を共通的に支える、データ利活用基盤の構築・利活用、人材の確保・育成等を引き続き推進。

「健康・医療戦略推進法」（以下、「推進法」）に即した柱立てとし、戦略の柱となる研究開発と新産業創出の基本方針を明確化。

現行 次期

２．各論
（１）研究開発等
（２）新産業創出及び国際展開の促進等
（３）教育の振興・人材の確保等
（４）データ利活用基盤構築・ICT利活用推進

２．基本方針
（１）研究開発
（２）新産業創出及び国際展開の促進

３．具体的施策
（１）研究開発
（２）新産業創出及び国際展開の促進
（３）研究開発・新産業創出等を支える基盤的施策（データ利活用基盤、人材等）

 関係省庁・機関が持つエビデンス（研究者等への調査、論文調査、 海
外動向等）を分析した上で、重点化する領域等を抽出。

 疾患を限定しないモダリティ等の統合ＰＪに集約することにより、新たな
医療技術等を様々な疾患に効果的に展開。

 開発目的（予防／診断／治療／予後・ＱＯＬ）にも着目した、健康長寿社
会の形成に向けた健康寿命延伸という目標のために最適なアプローチ
を選択。

 公的保険外ヘルスケアサービスの需要喚起（健康投資の裾野拡大等）、
供給環境整備（サービスの品質評価の環境整備等）のための取組を拡充。

 ベンチャー等によるイノベーション創出の支援強化、社会実装のための
官民連携促進などによる民間投資促進と健康・医療産業の競争力向上。

 アジア健康構想を推進するとともに、アフリカの実情を踏まえた形で我が
国のヘルスケア関連産業を展開すべく「アフリカ健康構想」を立ち上げる。

 医療の国際展開、医療インバウンド及び訪日外国人への適切な医療提
供を一体的に推進。

課 題 検討の方向性

以下に対応しつつ、引き続き、AMEDを核とした産学官連携による基礎から実用化まで一貫した研究開発の推進と成果の実用化を図る。

新設
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今後の検討の進め方

アンケート調査の実施（※今回依頼）

 ヘルスケアの国際展開に関心を持ち、行動を
起こしうる、国内外の幅広い主体に対して、

• 民間ベースの協力案件の現状及び今後の
展望

• 行政の支援策への要望事項
等を聴取。

検討会の開催（１月、3月）

 アンケート等を踏まえ、
• 拠点事業の見直しの方向性/必要なネッ
トワーク形成のあり方（アウトバウンド）

• 外国人受診において病院側が抱える課
題解決に資するサービス提供のあり方
（インバウンド）

等について議論。

国際医療展開
タスクフォース
における議論
に反映

 健康・医療戦略の策定以降、経済産業省では、関係省庁と一体となって医療の国際展開を推進すると共に、
渡航受診者受入のための環境整備を進め、一定の成果を得てきた。

 他方で、健康・医療戦略の改訂を控え、今後の中長期的な戦略を練り直すべき時期に来ていると考えられ、
アウトバウンド/インバウンドそれぞれ、以下の問題意識から、アンケートや検討会を開催する。

アウトバウンド インバウンド
• 他方で、拠点の創設は進んでいるものの、“点から面”への広がりが弱く、
収益性も総じて低いのが現状。

• プレーヤーも特定の医療機器メーカー、病院法人などに硬直化しつつ
あるとともに、医療のみならず、現状では介護やヘルスケア分野の海外
展開の重要性も高まっている。

フォーカスポイントを設定し、戦略的に拠点を展開
－ どの“エリア”に拠点を創出するか？
－ どの拠点を、面的に広げられるか？
※“エリア”の例
－ 国・地域・都市
－ 疾患領域
－ フェーズ（予防、診断、治療…）

－ 拠点の種類（病院、トレーニング施設…）

多様なアプローチ
- シンプル医療機器
- デジタルヘルス …

現地国・地域との
“Medical Excellence”
ネットワーク

新たなプレーヤーとの連
携/推進体制の強化

想定される論点

PDCAを回すための審査等のあり方

MEJによ
る過去事
業調査
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• 悪質な仲介者対策：患者・病院双方にとって、信頼できる仲介者が適切
な事業を行える環境作りを他国との連携も視野に検討。

• 日本の医療分野の強み調査：国内外の視点から、日本の医療分野の強
みを整理。

• （受入病院側での更なる課題があれば）それを補うサービスの提供・紹介。

受入側
医療機関

病院・クリニック等

JIH
医療渡航受診者

患者
（外国人）

日本の医療に
期待して来日し

た人治療

AMTACなどコーディネート
事業者

受診

医療渡航支援企業



ヘルスケア分野の国際展開に係るアンケートの概要・趣旨
 経済産業省は、健康・医療戦略策定以降、関係省庁等と連携しながら、海外に日本の医療拠点を約20か所

構築するなど、主に医療の国際展開を推進。
 今回、健康・医療戦略の改訂を控え、過去の取組みを総括するとともに、アジア健康構想等で打ち出した裾野の

広いヘルスケア産業（健康・医療・介護：富士山型ヘルスケア産業）の国際化について、幅広い主体による取
組の現状及び政府の役割に対する要請を整理し、次期健康・医療戦略期間（2020～2024年度）における
政策の方向性・重点施策を検討することを目的とした、アンケートを実施。

 本アンケートの結果等を踏まえ、2020年1月以降、有識者、関連団体・機関、関係省庁による検討会を開催し、
今後の政策の方向性・重点施策のとりまとめを実施。
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質問項目
1. 基本項目について
2. これまで展開してきた分野・エリア等について
3. 今後の展開を検討している分野・エリア等について
4. これまでの経済産業省の施策へのフィードバック
5. 今後、政府・経済産業省がとるべき施策の方向性について

調査方法
ウェブアンケート調査

回答期間
2019年11月25日から12月13日

実施後のスケジュールについて
アンケート結果を踏まえ、次期健康・医療戦略期間(2020～2024年度)における政策の方向性・重点施策をとりまとめ。
 2020年１月 第１回検討会 【アンケート集計結果、今後の方向性(素案)の報告・議論】
 2020年２月 「今後の方向性(素案）」についての意見募集
 2020年３月上旬 第２回検討会 【今後の方向性とりまとめ】

回答用URL
https://www.net-research.jp/airs/exec/smartRsAction.do?rid=995670&k=9fd6c6afd7

https://www.net-research.jp/airs/exec/smartRsAction.do?rid=995670&k=9fd6c6afd7
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